
（別紙２）

契約事務取扱細則第２６条の２に基づく競争入札に係る情報の公表（工事）

工事の名称、場所、
期間及び種別

経理責任者の氏名、
名称及び所在地

契約締結日 契約業者の氏名及び住所
一般競争入札・指名競
争入札及び公募型企画
競争の別

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
（％）

備　　　　考

該当なし



（別紙２）

契約事務取扱細則第２６条の２に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物品等又は役務の名称及び数量
経理責任者の氏名、
名称及び所在地

契約締結日 契約業者の氏名及び住所
一般競争入札・指名競
争入札及び公募型企画
競争の別

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
（％）

備　　　　考

人工呼吸器（新生児・小児用）（イン
ファントフローサイパップ）購入一式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/11
三和メディカル（株）
岡山県岡山市北区下中野３６４－１
０５

一般競争入札 - 2,142,000 -

人工呼吸器（新生児・小児用）購入
一式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/11
三和メディカル（株）
岡山県岡山市北区下中野３６４－１
０５

一般競争入札 - 7,628,250 -

インファントウォーマー（５Ｂ、ＮＩＣＵ
用）購入一式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/13
西日本メディカルリンク（株）
岡山県岡山市南区西市１１４－２

一般競争入札 - 1,869,000 -

インファントウォーマー（６Ａ病棟用）
購入一式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/13
西日本メディカルリンク（株）
岡山県岡山市南区西市１１４－２

一般競争入札 - 1,942,500 -

保育器購入二式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/13
西日本メディカルリンク（株）
岡山県岡山市南区西市１１４－２

一般競争入札 - 3,780,000 -

筋電図誘発電位検査装置購入一式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/13
（株）カワニシ
岡山県岡山市北区今１－４－３１

一般競争入札 - 3,454,500 -

経皮血液ガス分圧測定装置購入二
式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/16
西日本メディカルリンク（株）
岡山県岡山市南区西市１１４－２

一般競争入札 - 6,321,000 -

超音波診断装置購入一式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/17
西日本メディカルリンク（株）
岡山県岡山市南区西市１１４－２

一般競争入札 - 7,137,900 -

ヒステロレゼクトスコープシステム購
入一式

独立行政法人国立病院機構
岡山医療センター
岡山県岡山市北区田益１７１１－１
院長　青山　興司

2009/11/17
西日本メディカルリンク（株）
岡山県岡山市南区西市１１４－２

一般競争入札 - 1,398,600 -



（別紙３）

契約事務取扱細則第２６条の２に基づく随意契約に係る情報の公表（工事）

工事の名称、場所、
期間及び種別

経理責任者の氏名、
名称及び所在地

契約締結日 契約業者の氏名及び住所
随意契約によることとした理由及び
会計規程等の根拠条文

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
（％）

再就職の
役員の数

（人）
備　　　　考

該当なし

（注）「再就職の役員の数（人）」欄については、厚生労働省の所管公益法人（民法第３４条の規定に基づき設立された法人）

       に機構の常勤役職員であったものが役員として、契約を締結した日に在職していれば、その人数を記載すること。



（別紙４）

契約事務取扱細則第２６条の２に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物品等又は役務の名称及び数量
経理責任者の氏名、

名称及び所在地
契約締結日 契約業者の氏名及び住所

随意契約によることとした理由及び
会計規程等の根拠条文

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
（％）

再就職の
役員の数

（人）
備　　　　考

該当なし

（注）「再就職の役員の数（人）」欄については、厚生労働省の所管公益法人（民法第３４条の規定に基づき設立された法人）

       に機構の常勤役職員であったものが役員として、契約を締結した日に在職していれば、その人数を記載すること。




